
つなぐITコンソーシアム

新ビジョンについて

（令和６年１月22日）

つなぐITコンソーシアム代表幹事
（株式会社グローバルワイズ 取締役会長）

伊原 栄一

0



テレワーク導入率の推移
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（出典）総務省「通信利用動向調査」



テレワークの導入に当たり課題となった点（複数回答）
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（出典）総務省「令和4年度 テレワークセキュリティに係る実態調査結果」を基に作成

・テレワーク導入の課題は「セキュ
リティの確保」が一番だが、業務自
体がデジタル化されていないため
テレワークができない状況も見て
取れる。

・具体的な事例として、
発注書が大量にFAXで届くため、

受注処理で出社する必要がある。
発注書を発行するのに上司の

捺印が必要で出社する必要がある。
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中小企業白書2022より

2022年度版中企業白書 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf



当コンソーシアムは、設立当初より企業間の受発注関連業務をデジタル化するため
の仕様「中小企業共通EDI」の認知度を上げて、この仕様に準拠した製品・サービスを
提供し、多くの中小企業が行っている紙やFAXによる非効率な受発注関連業務をデジ
タル化することを支援して参りました。

そして、当コンソーシアムも設立５周年を迎え、企業を取り巻くＩＴ環境や法制度も大
きく変化し、コンソーシアムとして、ドメインを大企業を含めた経済全体をとらえ、企業
間・企業内データ連携の推進へと大きく進めなければならないと考えています。

より社会に貢献する団体となるために「中小企業共通EDI」を柱に据えて、国や大企
業・業界ともつながる一つの「情報流通基盤」を提供し、企業のＤＸ推進をサポートしま
す。

つなぐITコンソーシアムの使命
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ビジョン・ミッション・戦略

5

【ビジョン】
“日本の中小企業全体がデジタル変革の先頭を走り、経済活性化の核となる。どこで
も誰でもデジタル情報がつながる未来を創る“

【ミッション（目的・役割）】
・国の政策（ウラノス・エコシステム）と連携し、その一翼として中小企業のデータ連携
基盤構築の中核となる。
・中小企業が直面するデジタル変革の課題に向き合い、解決策を提供する。
・データ連携・活用を推進するため、中小企業共通EDIの普及を推進し、企業
の生産性と競争力の向上を図る。

【戦略（方針・行動計画）】
・中小企業のデジタルデータ活用促進のために

-企業間取引および社内システム間の連携を簡易に実現するITツールを提供する。
・中小企業のデジタル化・ＤＸ推進への意欲とスキルを高めるために、

-ITコーディネータ協会と連携して、教育・研修・広報プログラムを提供し、
-さらに、セミナーやワークショップの開催によりデジタル変革の重要性を啓発する。
・国や公的機関、業界団体、金融機関、共通EDI推進サポータ等の支援者等と
のパートナーシップを拡げ、最適なデジタル変革の方法を相互に共有する。
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中小企業共通EDI標準の維持・管理
中小企業共通EDI認証製品の認証
共通EDI推進サポータの育成・認定

中小企業共通EDIの普及推進
対応ソリューションの開発・提供

業界横断EDI仕様（国連CEFACT標
準準拠）を策定・管理
※ITコーディネータ協会（SIPSの賛助会員）
※中小企業共通EDI認証制度協力機関

連携

連
携

金融EDI（ZEDI）開発・運営

中小企業共通EDIの推進体制

連携

中小企業共通EDI標準(初版）の策定・公開
中小企業庁平成28年度補正予算「次世代企業
間データ連携調査事業」の成果物として公開

日本商工会議所

全国中小企業団体中央会

地域支援機関

金融機関

一般社団法人クラウドサービス推進機構
XBRLJapaｎ

電子インボイス推進協議会（EIPA)

各業界EDI標準化団体

連携

つなぐITコンソーシアム

経済産業省

デジタル庁



つなぐITコンソーシアム
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ご清聴ありがとうございました。
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